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インフラ老朽化問題と地元企業の役割



今日取り上げる問題はインフラ老朽化

広義インフラ

土木インフラ

公共建築物

機械類

学校、公営住宅、庁舎、公民館、図書館、幼稚園
・保育所、児童館・学童クラブ、老人福祉施設、文
化ホール、病院等

道路、橋りょう、トンネル、河川施設、公園、港
湾、空港、鉄道、水道、下水道、電力、ガス等

ごみ焼却炉、浄水場、下水処理場、斎場炉、
医療機器、情報機器等



インフラ老朽化問題

1970年代 2020年代～現状

第2のピラミッド

日本の公共事業の歴史

第1のピラミッド

• すべてのインフラがピラミッド型で整備されたため、現在のインフラを維持
するには、いずれ第2のピラミッドが必要になる。

• しかし、第2のピラミッド分の予算はない。第1のピラミッドの後、その分の
予算は社会保障費に回っている。「社会保障も減らさず、今までどおりのイ
ンフラを維持する」のは不可能。

• 必要なインフラにはPPP／PFIの導入が不可欠

老朽化



橋

学校

道路

公共下水道

公営住宅

水道

すべてのインフラをピラミッド型で整備した

速やかに先進国
になるため



インフラ老朽化は人命にかかわる→工学的問題

2012.11.25
輪島市上野
台中体育館
天井崩落

2012.12.2 笹子トンネル天井板崩落
（天井板を止めていた金属ボルト破損）

2011.3.11
新潟県津南町小
学校体育館（震
災では1636棟
に被害）

同上 習志野市役所（その後
使用停止し仮庁舎に移転）



2014.9.3 京都市水道管破裂

2013.10.15 東京都港区区道崩落
2014.8.5 大分市道陥没

2013.2.10 浜松市第一弁天橋ワイヤ
ー破断事故



宇土市役所（築50年）全壊

府領第一橋（築42年）崩落

熊本市立帯山小学
校体育館天井損壊
→避難者再避難

耐震補強済！！
（躯体は補強できて
も部品は別）

熊本市民病院（築50年）使用停止

熊本地震から得られた教訓⇒早めの対応が必要



インフラ老朽化問題の所在と省インフラ

ピラミッド型のイン
フラ投資

放置すれば物理
的に崩壊

無理に更新すれ
ば財政的に崩壊

単純削減すると公
共サービスが崩壊

市民の生命を
守る

財政を破たんさ
せない

真に必要なサ
ービスは残す

市民の生命を守るこ
とを第一に、できる
だけ公共サービスと
しての機能を維持し
つつ、最大限財政負
担を削減する技術や
サービスを導入する

省インフラ

第２のピラミッドが
到来する

一見、矛盾（トレードオフ）

（成功体験） 省エネルギー
石油危機後日本人は高くなった原油を買うために頑張ったのでは
ない。買わずに済ますために頑張った。それが省エネ。省エネは
輸出産業になり日本経済を再生させた。国民も、テレビ放送時間
の短縮、消灯、ごみの分別などに協力した。誰一人、自分は今ま
で通りの生活をするとわがままを言った人はいなかった。



東洋大学標準モデル 公共施設種類別基準

評価 対策 対象となる施設の例

公共サービスとしては必
要であるが、公共施設
は必要ない施設

ソフト化（民間
移管）

幼稚園・保育所、学童保育室、高齢者福祉
施設、公営住宅、小規模スポーツ施設等

ソフト化（市民
移管）

集会所等

ソフト化（代替
サービス）

移動図書館・電子図書館、遠隔医療、訪問
診療・看護・介護等

公共サービスとしても公
共施設としても必要だが、
量を削減する必要のあ
る施設

学校統廃合 将来の児童生徒数235人以下で統廃合対象
（単学級回避）、中山間地域では117人ルー
ル（複式学級回避）

共用化 学校、公民館等にある集会・会議室、音楽室、
調理室、図書室、図工室等は一つに集約す
る

公共サービスとしても公
共施設としても必要だが、
独立施設である必要の
ない施設

広域化 大型ホール、総合運動施設、中央図書館等

多機能化 保育所、学童保育室、高齢者福祉施設、地
区図書館、地区公民館等



東洋大学標準モデル 土木インフラ種類別基準

評価 対策 対象となる施設の例

必要で量
も削減で
きない

予防保全 事後保全を予防保全に切り替えることでライフサイクルコスト
を引き下げる

リスクベー
スメンテナ
ンス（ＲＢ
Ｍ）

一般の道路、橋りょう、水道、下水道

リスク発生可能性、発生時の被害に応じて、耐用年数に差を
付ける。
クラスＡ（耐用年数通り）（例：主要幹線道路）
クラスB（耐用年数の1.5倍（例：その他幹線道路）
クラスC （耐用年数の2倍、（例：生活道路））
橋りょう、水道管、下水道管も同様（クラスＢまでが普通）

必要だが
代替サー
ビスが存
在する

分散処理 水道⇒地下水専用水道、公共下水道⇒合併浄化槽、電気、
ガス⇒再生可能エネルギー

ソフト化（配
達・ＩＴ）

水道管⇒給水車など。

移転 コンパクトシティ、高台移転



東洋大学標準モデル 横断的基準

基準 公共施設 土木インフラ

長寿命化 機能を維持するために必要と考
える（30年目に更新費用の6割か
けて改修し60年目に更新）

具体的な長寿命化計画がある場合は
それを織り込む。

公的不動産 学校統廃合跡地等を民間に売却・賃貸する。

ＰＦＩ／指定管理
者

更新施設はＰＦＩ，既存施設は指定管理者を導入。
同左

包括民間委託 施設等の維持管理を包括的に民間委託する。

スペースマネジ
メント

事務スペース等の非効率なスペース使用を見直し。

エネルギーマネ
ジメント

ESCO等によりエネルギーの利用効率の引き上げ
同左

利用料引き上
げ

有償施設、上下水道、有料道路の利用料を
引き上げる。

市民負担見直し 最終的な資金過不足に応じて世帯当たり負担を
明示する。



参考事例



市川市立第七中学校校舎・給食室・公会堂整備等並びに保
育所整備ＰＦＩ事業

施設種類：
（ア）中学校、給食室、公会堂、保育所
（イ）ケアハウス、デイサービスセンター
業務内容：
（ア）、（イ）の一体的な、設計、建設、維持
管理、資金調達
事業方式：
（ア）サービス購入型、BTO
（イ）独立採算型、BTO
事業者
（ア）市川七中行徳ふれあい施設株式会
社
（イ）社会福祉法人

市川市 SPC
住民サービス

購入料
公共サービス

納税

社会福祉法
人 利用料



川越市立霞が関北小学校

対象施設：
小学校、公民館、図書館、市民センター
共用化部分：

小学校の音楽室、調理室、図工室、ホールを公
民館と共用しタイムシェアする。
セキュリティ：
出入り口を2系統にする。小学校が利用する際
は公民館との境界を閉じ、公民館が利用する際
は校舎棟との境界を閉じる。
事業方式：公共事業
建築年：2002年



オガール紫波（岩手県、公民合築）

施設種類：図書館・民間施設（レストラン、
居酒屋ほか）
事業方式：公民合築（町有地上に民間
が建設し、図書館部分を町が取得）

紫波町

住民

民間ビジネス

公立図書館サービス

納税

民間事業者

利用料
地代

民間からの地代収入
が公立図書館の維持
管理費に充当される
仕組み（「稼ぐインフ
ラ」）



尼崎市公共施設活用方策検討業務

旧耐震基準の市有建築物159施設について、今後、施設の廃止や統合、複合化を検
討するにあたって、民間活力を活用した事業の可能性について調査中。民間提案募
集予定対象は、廃止済み施設ではなく、利用中の市役所や学校も含まれ、再編成も
提案できる点が特徴。159施設一括ではなく、民間提案に基づき適宜グルーピングす
る予定（単独もあり）。



東京都府中市けやき並木通り周辺地区道路等包括管理業務委託

経緯：2012年に商工会議所講演会で北海道の
例を紹介したところ、商工会から行政に導入の提
案あり。2014年度に1年間モデル事業として実施
。

対象区域：けやき並木通り周辺地区（府中駅周
辺）、

業務：ペデストリアンデッキ、街路樹、案内標識、
街路灯、道路反射鏡（カーブミラー）、法定外公
共物（里道、水路）、の清掃、軽微な補修、区域
内の巡回、剪定など。

手法：業務委託（3年間）

受託者：前田道路・ケイミックス・第一造園共同企
業体 地元事業参画要件あり（第一造園が該
当）

府中駅



地中空洞探査事業

地雷探査技術を応用した
マイクロ波発生装置を搭載
した特殊車両で地中を探
査する。上下水道管老朽
化等により発生した空洞を
把握した後は、自治体が
充填する等の保全策を講
じる。



加速度センサーをバス
、タクシーに設置し、運
航時の微細な揺れを検
知し変動のあった個所
に監視を集中させる。⇒
異常発生前に検知でき
る。ビッグデータ処理で
傾向を把握する。

業務車両による路面評価事業



インフラ老朽化問題に対する民間の役割

●建築 他用途の組み合わせ、多機能化（スケルトンインフィル工法）
●土木 土木インフラの予防保全、維持管理、長寿命インフラの建設
●造園 道路、街路樹、公園等の植栽管理、施設屋上緑化

●コンサルタント 公共施設等総合管理計画の策定、個別計画の策定、防
災・BCPの策定
●不動産 公的不動産の有効活用、民間物件へのマッチング、公営住宅と
しての提供
●電子・電気・機械 ITを活用したサービスの提供（教育、医療）、安全管理
のためのセンシング、ロボットなど
●自動車 特殊車両、無人車両開発

●交通 駅での公共サービス、コミュニティバス、スクールバス、福祉タクシ
ーなど
●流通 宅配、移動図書館など
●飲食 給食（学校、老人ホーム）、防災備蓄など

●福祉・教育 保育所、学童保育室、学校、高齢者福祉施設、公立学校教
育システムなど
●サービス 図書館、公民館、ホール等運営、公共用途への貸出など
●全産業 空き公有地、空き公共施設利用


